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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第91期 

第３四半期 
連結累計期間 

第92期 
第３四半期 
連結累計期間 

第91期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高（営業収益） 百万円 388,860 397,791 532,760 

経常利益 〃 19,217 26,190 22,331 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
〃 10,003 13,789 8,990 

四半期包括利益又は包括利益 〃 11,455 11,379 18,251 

純資産額 〃 329,103 344,986 344,209 

総資産額 〃 1,511,300 1,464,596 1,479,451 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
円 47.90 66.04 43.05 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
〃 － － － 

自己資本比率 ％ 21.8 22.9 22.7 

 

回次
第91期

第３四半期
連結会計期間

第92期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成26年
10月１日

至平成26年
12月31日

自平成27年
10月１日

至平成27年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△） 

円 △0.61 11.68 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してい

ない。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。
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２【事業の内容】

 当社グループは、当社及び関係会社25社（子会社18社、関連会社７社）で構成されている。 

 当社はその中心として、北陸三県［富山県、石川県、福井県（一部を除く）］と岐阜県の一部に電気を供給するこ

とを主たる事業としている。 

 当社の関係会社には、発電を行い主に当社へ卸供給している会社をはじめ、主に電力の供給に必要な設備の建設・

補修や資機材の製造を行っている会社、当社の事業運営に付随するサービス業務に携わっている会社、更に、当社が

保有する技術等を活用して情報通信事業を営んでいる会社がある。 

 

 当第３四半期連結累計期間において、主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はない。 

 

 当第３四半期連結会計期間末における各事業の主な内容と関係会社及びその相互関係は下図のとおりである。 

 

〇 事業系統図 
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第２【事業の状況】
 (注） 金額には、消費税等は含まれていない。

 

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の記載内容につ

いて変更があった項目は、以下のとおりである。

 なお、記載した将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において判断したものである。

 （以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の項目番号に

対応するものである。）

 

(1) 志賀原子力発電所の状況について

 当社は、東北地方太平洋沖地震による福島第一原子力発電所の事故を受け、早期に「安全強化策」を取りまと

め、実施してきた。引き続き、新規制基準も踏まえた「安全性向上施策」に関する工事を進めており、２号機に

ついては新規制基準への適合性確認審査を受けている。 

 「安全性向上施策」については、他社の発電所の審査状況も踏まえて、より一層の安全性向上の観点から、火災

防護対策と内部溢水対策を充実するとともに、関連する耐震安全性向上工事の内容を変更することとし、平成28年

度内の工事完了を目指している。

 今後、２号機の審査や他社の発電所の審査状況により、更に工事内容の充実を図る可能性があるが、審査状況や

新たな知見を把握し先行して対処するなど、早期の工事完了を目指していく。また、１号機については引き続き検

討を進めていく。 

 一方、敷地内シームについて、当社は、平成25年12月に、「将来活動する可能性のある断層等ではなく、また、

周辺断層との関連性はない」とする最終報告書を、原子力規制委員会に提出し、評価会合の中で、当社主張の妥当

性について、客観的・科学的なデータに基づき、説明を尽くしてきた。平成27年７月に開催された第７回会合で

は、「今回の調査結果からは、活動性を肯定する明確な根拠を見いだせない」としながらも、「活動の可能性は否

定できない」とした評価書案が提示された。この評価に対し、当社は、平成27年８月、当社見解をとりまとめた意

見書を「志賀原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」に提出した。本意見書については、社外学識

者から当社意見は科学的合理性を有しており妥当である旨の見解をいただいている。なお、平成27年11月に開催さ

れたピア・レビュー会合において、評価書案に対する疑問や異論など、評価の根幹にかかわる重要なコメントが出

された。これを踏まえ、原子力規制委員会は、今年度内を目途に、再度、有識者会合を開催し、評価書を確定する

作業をしたいとしている。今後、本来の行政手続きである新規制基準への適合性確認審査において、調査結果の再

整理やデータ拡充等の方策を講じた上で、引き続き、当社評価の妥当性を説明していく。 

 安全対策や敷地内シーム調査については、その内容を地域の皆さまにわかりやすく丁寧にご説明し、ご理解いた

だけるよう最大限努力し、早期の再稼働を目指していく。 

 今後も、新規制基準等へ的確に対応するとともに、世界最高水準の安全性を目指していく。 

 なお、原子力発電所の停止長期化や、原子力政策・規制の見直しによって稼働率が低下する場合、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性がある。 

 

(2) 電気事業に関わる制度の変更等について

 原子力発電を「安全性の確保を大前提に、エネルギー需給の安定に寄与する重要なベースロード電源」と位置づ

けたエネルギー基本計画を踏まえ、平成27年７月に長期エネルギー需給見通しが決定され、2030年度のエネルギー

の需給構造が示された。 

 また、電力システム改革については、平成27年４月に電力広域的運営推進機関が発足したことに加え、平成28年

度からの小売全面自由化が決定している。更に、平成32年４月からの送配電部門の法的分離が予定されている。 

 こうした当社事業に関連する制度の変更等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 このほか、バックエンド事業に関する制度見直しや、地球温暖化に関する環境規制の動向などにより、当社グ

ループの業績は影響を受ける可能性があるが、「低廉で良質なエネルギーを安定的にお届けする」という当社の

社会的使命に変わりはなく、お客さまをはじめステークホルダーの皆さまの視点に立ち、安定供給や更なる経営

効率化に不断の努力で取り組んでいく。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の我が国経済は、輸出・生産面で新興国経済の減速影響がみられたものの、設備投資

が増加基調にあるほか、雇用環境も着実に改善するなど、緩やかな回復が続いている。北陸地域においては、北陸

新幹線金沢開業による交流人口増加の効果もあり、回復を続けている。 

このような経済情勢のもと、当第３四半期連結累計期間の収支については、売上高（営業収益）は、電気事業に

おいて、販売電力量が減少したものの、北陸電気工事（株）の連結子会社化などから、3,977億円（前年同四半期

比102.3％）となり、これに営業外収益を加えた経常収益は3,998億円（同102.1％）となった。 

また、経常利益は、電気事業において、販売電力量の減少や石炭火力発電所の稼働減はあったものの、水力発電

量の増加や設備関連費の減少などから、261億円（同136.3％）となった。 

これに、渇水準備金を引き当て、法人税等を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は137億円（同

137.9％）となった。 

セグメントの業績（セグメント間の内部取引消去前）は、次のとおりである。 

①  電気事業 

当第３四半期連結累計期間の販売電力量については、電灯及び業務用は、11月・12月の気温が前年を上回った

ことによる暖房需要の減少などから、前年同四半期を下回った。産業用その他は、前年同四半期なみとなった。 

この結果、販売電力量は196億89百万キロワット時（うち特定規模需要136億25百万キロワット時）となり、前

年同四半期と比較すると1.0％の減少となった。 

供給力については、出水率が105.7％となり、志賀原子力発電所１・２号機が停止中であったものの、供給設

備全般にわたる効率的運用に努めた結果、期を通じて安定した供給を維持することができた。 

収支については、売上高は、販売電力量が減少したことなどから、3,620億円（前年同四半期比96.9％）とな

った。 

また、営業利益は、販売電力量の減少や石炭火力発電所の稼働減などから、267億円（同96.6％）となった。 

 

② その他

売上高は、北陸電気工事（株）の連結子会社化などから695億円（前年同四半期比174.1％）、営業費用は632

億円（同173.5％）となった。 

この結果、営業利益は63億円（同180.4％）となった。 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

 

(3) 研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、993百万円である。

 また、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の内容は、次のとおりである。

 

(電気事業) 

 ○ 電力の安定供給、低炭素社会の実現及び環境保全に資する研究 

 ・再生可能エネルギー大量導入による系統影響の経済的な緩和対策 

 ・信頼性と経済性の両立のための送電線雷事故解析手法の精度向上 

 ・リチウムイオン電池の効率的な使用方法 

 ・電源構成の変化を踏まえた系統解析手法の精度向上 

 ・電力設備の診断・寿命延伸・性能評価技術の開発 

 ・フライアッシュの有効利用 
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(4) 生産、受注及び販売の実績

当社グループ（当社及び連結子会社）においては、電気事業が事業の大半を占めており、また、電気事業以外の

事業は、広範囲かつ多種多様であり、生産、受注、販売といった画一的な区分による表示が困難である。

 このため、電気事業の生産、受注及び販売の実績のみを記載している。

 

① 需給実績

種別
当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

前年同四半期比（％）

発

受

電

電

力

量

自

社

水力発電電力量（百万ｋＷｈ） 5,198 105.3

火力発電電力量（百万ｋＷｈ） 15,936 93.6

原子力発電電力量（百万ｋＷｈ） － －

新エネルギー等発電電力量（百万ｋＷｈ） 4 94.8

他社受電電力量（百万ｋＷｈ）
2,395

△1,111

112.7

98.6

融通電力量（百万ｋＷｈ）
147

△651

114.0

82.2

揚水発電所の揚水用電力量（百万ｋＷｈ） △13 88.2

合計（百万ｋＷｈ） 21,905 98.3

損失電力量等（百万ｋＷｈ） △2,216 92.1

販売電力量（百万ｋＷｈ） 19,689 99.0

出水率（％） 105.8 －

（注）１．他社受電電力量のうち、連結子会社からの受電電力量は107百万ｋＷｈであり、これを含めた出水率は

          105.7％である。

２．他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示している。

３．揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量である。

４．販売電力量の中には、営業収益には計上されない自社事業用電力量（26百万ｋＷｈ）を含んでいる。

５．出水率は、昭和59年度から平成25年度までの第３四半期累計期間の30か年平均に対する比である。

６．四捨五入のため合計が一致しない場合がある。

② 販売実績

ａ．契約高

種別
当第３四半期連結会計期間末

(平成27年12月31日)
前年同四半期比（％）

契約口数

電灯 1,904,930 100.8

電力 222,961 98.5

計 2,127,891 100.6

契約電力（ｋＷ）

電灯 7,885,914 101.8

電力 1,658,087 98.5

計 9,544,001 101.2

（注） 本表には特定規模需要、他社販売及び電力会社融通（送電分）を含まない。
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ｂ．販売電力量及び料金収入

イ．販売電力量

種別
当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

前年同四半期比（％）

特
定
規
模
需
要
以
外

電灯（百万ｋＷｈ） 5,263 98.1

電力（百万ｋＷｈ） 801 95.6

電灯電力計（百万ｋＷｈ） 6,064 97.8

特
定
規
模
需
要

業務用（百万ｋＷｈ） 3,714 98.6

産業用その他（百万ｋＷｈ） 9,911 100.0

特定規模需要計（百万ｋＷｈ） 13,625 99.6

電灯電力・特定規模需要合計（百万ｋＷｈ） 19,689 99.0

他社販売（百万ｋＷｈ） 1,111 98.6

融通（百万ｋＷｈ） 651 82.2

 

（再掲）大口電力（百万ｋＷｈ） 7,996 100.5

 

ロ．料金収入

種別
当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

前年同四半期比（％）

電灯（百万円） 105,547 97.3

電力（百万円） 207,591 98.3

電灯電力合計（百万円） 313,139 98.0

他社販売（百万円） 9,771 62.7

融通（百万円） 19,808 81.7

（注） 電力には、特定規模需要を含む。
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ｃ．産業別（大口電力）販売電力量

種別
当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

前年同四半期比（％）

鉱

工

業

鉱業（百万ｋＷｈ） 0 －

製

造

業

食料品（百万ｋＷｈ） 166 101.9

繊維工業（百万ｋＷｈ） 756 99.6

パルプ・紙・紙加工品

（百万ｋＷｈ）
197 92.4

化学工業（百万ｋＷｈ） 1,030 100.3

窯業・土石（百万ｋＷｈ） 261 93.9

鉄鋼業（百万ｋＷｈ） 563 93.8

非鉄金属（百万ｋＷｈ） 699 101.5

機械器具製造業（百万ｋＷｈ） 2,508 102.3

その他（百万ｋＷｈ） 1,134 98.0

計（百万ｋＷｈ） 7,314 99.7

計（百万ｋＷｈ） 7,314 99.7

そ

の

他

鉄道業（百万ｋＷｈ） 227 132.9

その他（百万ｋＷｈ） 455 101.1

計（百万ｋＷｈ） 682 109.8

合計（百万ｋＷｈ） 7,996 100.5

 

(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に関し、新設、除却等による著しい変動はない。 

また、志賀原子力発電所の安全対策について、より一層の安全性向上の観点から工事内容を充実したことに伴う

全体工程の見直し等により、平成27年度の設備投資額は概算として1,300億円程度となる見込みである。 

なお、当社は計画的に水力発電電力量の増加に取組んでおり、当第３四半期連結累計期間における水力発電所の

出力増加は８箇所計6,600kWとなった。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 210,333,694 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は 

100株である。

計 210,333,694 同左 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 210,334 － 117,641 － 33,993

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式    1,524,100
－

「1(1)②発行済株式」の

「内容」欄に記載のとお

りである。

（相互保有株式）

普通株式       18,300
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式  207,453,200 2,074,532 同上

単元未満株式 普通株式    1,338,094 － －

発行済株式総数 210,333,694 － －

総株主の議決権 － 2,074,532 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,100株含まれている。

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれている。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

(自己保有株式)          

北陸電力株式会社 富山市牛島町15番１号 1,524,100 － 1,524,100 0.72

(相互保有株式)          

黒部川電力株式会社
東京都港区虎ノ門二丁

目８番１号
10,000 － 10,000 0.00

日本海建興株式会社 富山市牛島町24番６号 6,200 － 6,200 0.00

北陸エナジス株式会社
石川県羽咋郡志賀町若

葉台11番地１
2,100 － 2,100 0.00

計 － 1,542,400 － 1,542,400 0.73

（注） このほか、株主名簿上は当社名義になっているが、実質的に所有していない株式が200株（議決権の数２個）

ある。

なお、当該株式数は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めている。

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

固定資産 1,203,533 1,199,412 

電気事業固定資産 833,405 813,748 

水力発電設備 107,985 109,203 

汽力発電設備 111,524 109,826 

原子力発電設備 176,821 162,695 

送電設備 164,842 161,324 

変電設備 87,363 87,854 

配電設備 146,536 146,065 

業務設備 31,908 30,590 

その他の電気事業固定資産 6,423 6,187 

その他の固定資産 43,859 43,648 

固定資産仮勘定 82,218 99,508 

建設仮勘定及び除却仮勘定 82,218 99,508 

核燃料 105,023 110,397 

装荷核燃料 26,219 26,219 

加工中等核燃料 78,804 84,178 

投資その他の資産 139,025 132,108 

長期投資 64,596 60,354 

使用済燃料再処理等積立金 9,481 6,181 

退職給付に係る資産 23,633 23,568 

繰延税金資産 33,580 34,502 

その他 8,085 7,844 

貸倒引当金（貸方） △352 △343 

流動資産 275,918 265,184 

現金及び預金 174,379 158,726 

受取手形及び売掛金 53,991 54,552 

たな卸資産 22,087 28,209 

繰延税金資産 6,189 3,713 

その他 19,428 20,110 

貸倒引当金（貸方） △157 △127 

合計 1,479,451 1,464,596 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債及び純資産の部    

固定負債 894,920 906,228 

社債 405,355 404,885 

長期借入金 368,535 383,037 

退職給付に係る負債 30,515 30,024 

使用済燃料再処理等引当金 10,239 7,158 

使用済燃料再処理等準備引当金 5,872 6,048 

資産除去債務 56,537 57,512 

その他 17,865 17,561 

流動負債 223,647 192,625 

1年以内に期限到来の固定負債 87,756 80,201 

短期借入金 16,035 16,426 

支払手形及び買掛金 37,841 28,929 

未払税金 19,852 7,877 

その他 62,162 59,189 

特別法上の引当金 16,673 20,756 

渇水準備引当金 16,673 20,756 

負債合計 1,135,242 1,119,610 

株主資本 318,775 322,109 

資本金 117,641 117,641 

資本剰余金 33,993 33,994 

利益剰余金 170,449 173,798 

自己株式 △3,309 △3,325 

その他の包括利益累計額 16,917 13,484 

その他有価証券評価差額金 9,350 8,941 

繰延ヘッジ損益 － 18 

退職給付に係る調整累計額 7,566 4,524 

非支配株主持分 8,517 9,392 

純資産合計 344,209 344,986 

合計 1,479,451 1,464,596 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業収益 388,860 397,791 

電気事業営業収益 372,996 361,568 

その他事業営業収益 15,863 36,223 

営業費用 357,546 364,548 

電気事業営業費用 344,606 332,804 

その他事業営業費用 12,939 31,743 

営業利益 31,314 33,243 

営業外収益 2,737 2,057 

受取配当金 594 458 

受取利息 448 346 

持分法による投資利益 439 11 

その他 1,256 1,239 

営業外費用 14,834 9,109 

支払利息 9,885 8,487 

建設準備口償却費 ※１ 4,082 － 

その他 866 622 

四半期経常収益合計 391,597 399,848 

四半期経常費用合計 372,380 373,658 

経常利益 19,217 26,190 

渇水準備金引当又は取崩し 2,085 4,082 

渇水準備金引当 2,085 4,082 

税金等調整前四半期純利益 17,132 22,108 

法人税、住民税及び事業税 4,897 4,378 

法人税等調整額 2,205 2,939 

法人税等合計 7,102 7,318 

四半期純利益 10,029 14,789 

非支配株主に帰属する四半期純利益 26 1,000 

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,003 13,789 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 10,029 14,789 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,377 △386 

繰延ヘッジ損益 771 18 

退職給付に係る調整額 △749 △3,041 

持分法適用会社に対する持分相当額 25 △0 

その他の包括利益合計 1,425 △3,410 

四半期包括利益 11,455 11,379 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 11,424 10,357 

非支配株主に係る四半期包括利益 30 1,022 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更した。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更する。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用している。 

なお、この変更に伴う影響は軽微である。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

  １ 偶発債務

 以下の会社等の金融機関からの借入金に対する保証債務

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

日本原燃（株） 37,852百万円 35,165百万円

日本原子力発電（株） 17,492 17,492

（株）パワー・アンド・ＩＴ 1,300 1,300

従業員(住宅及び厚生資金借入) 13,569 12,682

合計 70,215 66,640

 

 以下の会社が発行する社債に対する保証債務

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

日本原燃（株） 1,212百万円 808百万円

 

 社債の債務履行引受契約に係わる偶発債務（＊）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

北陸電力第245回国内普通社債 29,670百万円 －百万円

北陸電力第248回国内普通社債 22,500 22,500

北陸電力第250回国内普通社債 28,200 28,200

北陸電力第281回国内普通社債 30,000 30,000

合計 110,370 80,700

金融商品に関する会計基準における経過措置が適用される債務履行引受契約により債務履行を委任した

ものである。

 

（＊）契約先別の偶発債務残高

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

（株）みずほ銀行 100,370百万円 70,700百万円

（株）三菱東京ＵＦＪ銀行 10,000 10,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 建設準備口償却費

将来の電気事業用資産を先行的に取得し建設仮勘定の建設準備口に整理していたが、その後の情勢変化

により建設中止を決定し、建設準備口の精算に伴う損失額を計上している。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 52,770百万円 50,534百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 5,220 25 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 5,220 25 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 5,220 25 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年10月29日

取締役会
普通株式 5,220 25 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
報告 

セグメント その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３   電気事業 

売上高          

外部顧客への売上高 372,996 15,863 388,860 － 388,860 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
478 24,078 24,556 △24,556 － 

計 373,474 39,941 413,416 △24,556 388,860 

セグメント利益 27,655 3,513 31,169 144 31,314 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電力設備等の

 保守、電力関連施設の運営・管理、建設工事の受託・請負、電力設備等の資機材等の製造・

 販売、不動産管理、情報・通信事業、電気機器等の普及、土木・建築工事の調査・設計、

 環境調査、エネルギーなどの事業を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
報告 

セグメント その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３   電気事業 

売上高          

外部顧客への売上高 361,568 36,223 397,791 － 397,791 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
478 33,328 33,806 △33,806 － 

計 362,046 69,551 431,597 △33,806 397,791 

セグメント利益 26,713 6,338 33,051 191 33,243 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電力設備等の

 保守、電力関連施設の運営・管理、建設工事の受託・請負、電力設備等の資機材等の製造・

 販売、不動産管理、情報・通信事業、会員向けサービス、土木・建築工事の調査・設計、 

 環境調査、エネルギー、電気工事などの事業を含んでいる。 

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13

日。以下「企業結合会計基準」という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25

年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続して

いる場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発

生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更した。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施され

る企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期

連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更する。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用している。 

なお、この変更に伴う影響は軽微である。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 47円90銭 66円04銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
10,003 13,789

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
10,003 13,789

普通株式の期中平均株式数（千株） 208,821 208,811

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２【その他】

（１） 平成27年10月29日開催の取締役会において、第92期の中間配当に関し、次のとおり決議した。

  （イ）中間配当による配当金の総額 ・・・・・・・・・・・・・・・5,220百万円

  （ロ）１株当たり中間配当額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25円

  （ハ）支払請求権の効力発生日並びに支払開始日・・・・・・・平成27年11月30日

 （注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行う。

 

（２）その他、特記すべき事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

 

平成２８年１月２８日

北 陸 電 力 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 白 羽 龍 三 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 田 光 完 治 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 西 川 正 房 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北陸電力株式

会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年１０月

１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北陸電力株式会社及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途管理

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


